
証券コード 7524
平成27年５月29日

株 主 各 位
大 阪 市 阿 倍 野 区 阪 南 町 ２ 丁 目 20 番 14 号

　

　

代表取締役 加 藤 洋 嗣
　

第43回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第43回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月12日（金曜日）午後６
時までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

　

１. 日 時 平成27年６月14日（日曜日）午前10時30分
２. 場 所 大阪市中央区大手前１丁目７番31号

大阪マーチャンダイズ・マートビル２階 Ｃホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第43期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告及び計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役５名選任の件

以 上
　

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
　

　株主総会終了後、例年開催しておりました株主懇親会を、本年より開催いたしま
せんので、あらかじめご了承ください。
　当日株主総会にご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招集ご
通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
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　計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表に表示すべき事項につきまして
は、 法 令 及 び 当 社 定 款 第 16 条 の 規 定 に 基 づ き、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.marche.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載し
ておりません。なお、本添付書類に含まれる計算書類は、監査報告を作成するに際
し監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。当社ウェブサイト掲
載分につきましては、ご希望される株主様に郵送またはＦＡＸ送信させていただき
ますので、当社人事総務部（TEL：06-6624-8100[平日午前9:00～午後6:00]）まで
お知らせください。
　また、株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後
の事項を上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきますので、ご了承くださ
い。
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（提供書面）

事 業 報 告
　

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

　
１．会社の現況に関する事項
　

（１）事業の経過及びその成果
当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策

を背景に、全体として緩やかな回復基調にあるものの、消費税率引き上げの
影響や円安による輸入原材料価格の上昇等の不安材料が存在し、先行きは依
然として不透明な状況で推移いたしました。
外食産業におきましては、消費税増税の影響は限定的だったものの、夏場

の天候不順や物価の上昇の影響もあり、個人消費の回復が遅れ、加えて人材
の確保が大きな課題となる等、依然として厳しい経営環境で推移いたしまし
た。
この様な状況のもと、当社では「原点に立ち返ろう」をスローガンに、

「チャレンジ（業態開発）」、「オリジナリティ（メニュー開発）」、「ヒューマ
ニティ（人材育成）」等を重要課題として取り組んでまいりました。
「チャレンジ（業態開発）」につきましては、地産地消をコンセプトに

「播州の“美味しい”を楽しんでいただけるお店」として「播州ダイニング
ＧＯＴＴＯ(ごっと)姫路駅前店」、ワイン食堂主体の「バルビダ」をファミ
リーのお客様にも利用し易い業態へ進化させた「ブラッスリーバルビダ」、
鶏一羽を丸ごと仕入れ、部位ごとに切り分け、自店で串打ちする等、徹底的
にこだわった焼鳥をご提供する「焼鳥おまっとう」の業態開発に取り組みま
した。
「オリジナリティ（メニュー開発）」につきましては、酔虎伝では伝統あ

る「鉄板焼きそば」を創業当初の味を復刻版として再現する等、酔虎伝のブ
ランド力向上に努め、八剣伝では焼鳥のささみや鳥のからあげ用のもも肉を
生鮮に変更し、全て店内仕込みで調理を行う等、看板商品の価値向上に取り
組み、７月には30周年記念感謝祭を行うとともに、テレビＣＭを制作し全国
放送いたしました。また、居心伝ではアメリカンビーフの中でも最も高いグ
レードを使用したロースステーキを採用する等、業態の強みである鉄板カテ
ゴリーの品質向上と内容の充実に取り組みました。
「ヒューマニティ（人材育成）」につきましては、フランチャイズオーナ

ーから、より信頼されるＦＣ本部を築き上げるべく、マネージャー・スーパ
ーバイザー勉強会を定期的に開催し、より良い店舗運営を目指し人材育成の
強化やＱＳＣの向上を推進する一方、人材確保への対応といたしましては、
「既存スタッフによる知人紹介」等の当社独自の制度を設ける等、様々な手
法を用いて人材採用に取り組んでまいりました。
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その他、近年若者を中心にスマートフォンが普及し、今後も中高年層にも
拡大していくことが予想される中、お客様とのコミュニケーションツールの
一つとして「マルシェ公式アプリ」の導入もいたしました。
この様な取り組みを行いましたが、天候不順や店舗スタッフの人材不足等

の影響もあり、当事業年度の売上高は対前年同期比10.9％減の102億８百万
円、営業利益は対前年同期比54.3％減の87百万円、経常利益は対前年同期比
42.4％減の１億43百万円となりました。
当期純利益におきましては、特別利益として土地等の資産の譲渡益を含む

２億97百万円を計上する一方、特別損失として店舗収益の低下等による減損
損失を含む２億23百万円を計上したことにより、１億88百万円の当期純利益
（前年同期は14億２百万円の当期純損失）となりました。

　
【当事業年度の概況】
　

前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

前年同期比

増 減
増減率
(％)

売 上 高(百万円) 11,453 10,208 △1,245 △10.9

営 業 利 益(百万円) 190 87 △103 △54.3

経 常 利 益(百万円) 249 143 △105 △42.4

当期純利益(△損失)(百万円) △1,402 188 1,591 －

１株当たり当期純利益(△損失) △167円01銭 22円47銭 189円48銭 －
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【売上高の状況】 （単位：千円）

前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日） 増 減

構成比 構成比 増減率

《料飲部門》 ％ ％ ％

酔 虎 伝 1,458,051 12.7 1,162,296 11.4 △295,755 △20.3

八 剣 伝 3,414,446 29.8 2,756,607 27.0 △657,839 △19.3

居 心 伝 1,770,663 15.5 1,565,646 15.3 △205,016 △11.6

そ の 他 1,167,131 10.2 967,990 9.5 △199,141 △17.1

海 心 丸 251,026 2.2 220,792 2.2 △30,234 △12.0

樂 待 庵 179,220 1.6 170,142 1.7 △9,078 △5.1

八 右 衛 門 198,865 1.7 127,972 1.2 △70,892 △35.6

串 ま ん 142,828 1.2 104,844 1.0 △37,984 △26.6

バ ル ビ ダ 251,233 2.2 233,640 2.3 △17,592 △7.0

Ｇ Ｏ Ｔ Ｔ Ｏ - - 89,581 0.9 89,581 -

リカーハウス 142,052 1.3 - - △142,052 △ 100.0

そ の 他 1,904 0.0 21,016 0.2 19,112 -

料飲売上高 7,810,293 68.2 6,452,541 63.2 △1,357,752 △17.4

《ＦＣ部門》

ロイヤリティ等売上計 722,945 6.3 720,125 7.0 △2,820 △0.4

《商品部門》

食 材 等 販 売 1,945,396 17.0 2,076,339 20.3 130,943 6.7

酒 類 等 販 売 646,748 5.6 647,363 6.4 615 0.1

食材、酒類等販売売上高 2,592,144 22.6 2,723,703 26.7 131,558 5.1

そ の 他 部 門 売 上 高 328,132 2.9 311,862 3.1 △16,269 △5.0

合 計 11,453,516 100.0 10,208,232 100.0 △1,245,283 △10.9
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① 料飲部門の販売の状況
料飲部門全体の売上高は、来客数の減少により13億57百万円、前年同期

比17.4％の減となりました。直営店における全店及び既存店の売上高、客
数及び客単価の前年同期比は、以下のとおりとなります。

　

全 店 既 存 店

売上高 客 数 客単価 売上高 客 数 客単価

酔虎伝 79.7％ 78.5％ 101.5％ 93.2％ 92.7％ 100.6％

八剣伝 80.7％ 78.7％ 102.6％ 98.8％ 96.7％ 102.1％

居心伝 88.4％ 84.9％ 104.1％ 98.7％ 95.3％ 103.5％

その他 94.4％ 98.0％ 96.3％ 96.6％ 96.8％ 99.7％

合 計 84.1％ 82.6％ 101.8％ 97.4％ 95.6％ 101.8％
　

(注) １．既存店とは、オープン月を含め13ヶ月以上営業している店舗であります。

２．リカーハウスは、含まれておりません。

　
② ＦＣ部門の販売の状況

ＦＣ部門の売上は、ＦＣ加盟店からのロイヤリティ収入と販促物その他
の販売等で、売上高は７億20百万円、前年同期比0.4％の減となりました。
その主な内訳は、ロイヤリティ収入が６億26百万円で前年同期比0.5％

の増、加盟料収入は34百万円で前年同期比6.3％の増でありましたが、販
促物その他売上高が59百万円で前年同期比11.5％の減でありました。

　
③ 商品部門の販売の状況

商品部門の売上は、ＦＣ加盟店及びサプライヤーに対する食材、酒類等
の販売であり、売上高は27億23百万円で前年同期比5.1％の増となりまし
た。
その主な内訳は、食材等の販売は20億76百万円で前年同期比6.7％の増、

酒類等の販売は６億47百万円で前年同期比0.1％の増でありました。
　

④ その他部門の販売の状況
その他部門売上高は３億11百万円で前年同期比5.0％の減となりました。
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【業態別出退店の状況】
直営店及びＦＣ加盟店を合わせた当社グループ全店の店舗数は551店で、前期

末店舗数比較で29店減少となりました。期間中の新規出店は39店、退店は68店で
ありました。

　

前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

期首
店舗数

出店数退店数
期末店舗数 期首

店舗数
出店数退店数

期末店舗数

増減数 増減数

直営店

酔 虎 伝 18 1 1 18 0 18 0 4 14 △4

八 剣 伝 103 6 16 93 △10 93 4 23 74 △19

居 心 伝 41 5 8 38 △3 38 1 4 35 △3

海 心 丸 3 1 0 4 1 4 1 1 4 0

串 ま ん 6 0 2 4 △2 4 0 0 4 0

八 右 衛 門 6 0 0 6 0 6 0 3 3 △3

バ ル ビ ダ 7 6 3 10 3 10 1 3 8 △2

そ の 他 2 1 2 1 △1 1 3 0 4 3

小 計 186 20 32 174 △12 174 10 38 146 △28

ＦＣ
加盟店

酔 虎 伝 23 1 1 23 0 23 2 1 24 1

八 剣 伝 365 7 31 341 △24 341 18 24 335 △6

居 心 伝 17 6 1 22 5 22 4 1 25 3

そ の 他 19 2 1 20 1 20 5 4 21 1

小 計 424 16 34 406 △18 406 29 30 405 △1

合 計 610 36 66 580 △30 580 39 68 551 △29
　
【直営店の出店及び退店の内訳】

直営店の出店は新規出店が６店、ＦＣ加盟店からの譲受が２店、他業態からの
業態変更が２店で計10店でありました。退店は完全退店が16店、ＦＣ加盟店への
譲渡が５店、社員独立が15店、他業態への業態変更が２店で計38店でありまし
た。

　

出店 退店

新規出店
ＦＣ加盟店
からの譲受

業態変更 計 完全退店
ＦＣ加盟店
への譲渡

社員独立 業態変更 計

酔虎伝 - - - - 酔虎伝 3 1 - - 4

八剣伝 2 2 - 4 八剣伝 8 3 10 2 23

居心伝 - - 1 1 居心伝 2 1 1 - 4

その他 4 - 1 5 その他 3 - 4 - 7

計 6 2 2 10 計 16 5 15 2 38
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【ＦＣ加盟店の出店及び退店の内訳】
ＦＣ加盟店の出店は新規出店が６店、直営店からの譲受が５店、社員独立が15

店、業態変更が３店で計29店でありました。退店は完全退店が26店、直営店への
譲渡が１店、業態変更が３店で計30店でありました。

　

出店 退店

新規出店
直営店から
の譲受

社員独立 業態変更 計 完全退店
直営店へ
の譲渡

業態変更 計

酔虎伝 1 1 - - 2 酔虎伝 1 - - 1

八剣伝 4 3 10 1 18 八剣伝 22 1 1 24

居心伝 1 1 1 1 4 居心伝 1 - - 1

その他 - - 4 1 5 その他 2 - 2 4

計 6 5 15 3 29 計 26 1 3 30

　
（２）資金調達等についての状況

① 資金調達
当事業年度において、新たに資金調達は行っておりません。

　
【キャッシュ・フローの状況に関する分析】

（単位：百万円）

項 目
第43期

(平成27年３月期)

営業活動によるキャッシュ・フロー 483

投資活動によるキャッシュ・フロー 166

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 84

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 564

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 2,458
　

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、営業活動によるキ
ャッシュ･フローが４億83百万円の収入、投資活動によるキャッシュ･フロ
ーが１億66百万円の収入、財務活動によるキャッシュ･フローが84百万円
の支出となったことにより、前事業年度末と比べて５億64百万円増加し、
24億58百万円となりました。

　
② 設備投資

当社における当事業年度の設備投資は、直営料飲店の出店10店（うちＦ
Ｃ加盟店からの譲受２店、業態変更２店）等を行い、設備投資額は５億５
百万円となりました。

（単位：百万円）

内 訳 金 額

店舗・事務所設備 481

入 居 保 証 金 等 23

合 計 505
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（３）財産及び損益の状況
　

区 分
第40期

(平成24年３月期)
第41期

(平成25年３月期)
第42期

(平成26年３月期)

第43期
(当事業年度)
(平成27年３月期)

売 上 高(百万円) 13,035 12,206 11,453 10,208

経 常 利 益(百万円) 562 427 249 143

当期純利益(△損失)(百万円) 305 224 △1,402 188

１株当たり当期純利益(△損失)　 (円) 36.37 26.68 △167.01 22.47

総 資 産(百万円) 7,937 8,046 6,019 6,164

純 資 産(百万円) 5,045 5,150 3,660 3,800

　
（４）対処すべき課題

対処すべき課題といたしましては、以下のとおりとなります。
①「人材の確保と教育による営業力の向上」

お客様に心から喜んでいただくうえで最も大切なお店の「ＱＳＣ」を
これまで以上に磨き上げ、質の高いサービスや料理を提供するため、人
材の確保と教育が最重要課題と考えます。ＦＣ加盟店も含め、マルシェ
グループ全店のレベルアップを図ります。

②「既存店の立直しによる業績改善」
既存店舗の立直しも最重要課題の一つと考えております。お客様の多

様なニーズにお応えしつつ、それぞれの業態における「看板メニュー」
の再構築を行う等、それぞれの業態の強みやオリジナリティあふれるお
店作りに努め業績の改善に繋げてまいります。

③「食の安全性確保」及び「店舗事故の予防」
食の安全性を確保し、また店舗での事故を未然に防止することは、当

社が社会的信用を得るうえで最重要課題であると認識しております。食
材の誤認表示の一掃はもちろんのこと、食材の原産地やアレルゲンを食
の情報メニューとして開示するとともに、料理や食材の取り扱いに関す
るマニュアルを随時見直し、これに基づく従業員教育の徹底、店舗オペ
レーションの強化に努めておりますが、さらに、組織横断的に編成され
る店舗事故予防委員会や品質管理委員会を通じて、食の安全確保と店舗
事故の予防強化に努めてまいります。

④「企業の社会的責任（ＣＳＲ）の推進による内部統制の強化」
企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすうえでコンプライアンスの徹底

とリスク管理は重要な課題であると認識しております。労務問題をはじ
めコンプライアンスの基本姿勢を明確にし、全社員を対象に然るべき教
育等を行うとともに、内部統制システムの強化に努めてまいります。
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（５）主要な事業内容
当社グループは、当社及び関連会社１社により構成されており、居酒屋チ

ェーン（フランチャイズ事業を含む）を中心に展開する外食事業を主な事業
としております。

事 業 部 門 の 名 称 事業内容

料飲部門

酔虎伝
和食・洋食・中華とバラエティに富んだメニュー構成を取

り、大衆価格による料飲の提供

八剣伝
炭火串焼きを中心とした地域に密着した居酒屋による料飲

の提供

居心伝
“明るく気楽な食事と団欒のお手伝い”をテーマに低価格、

少量多種メニューによる料飲の提供

その他 上記以外の業態

ＦＣ部門 ＦＣ加盟店に対する経営指導及びロイヤリティの受取

商品部門
直営店及びサプライヤーを通してＦＣ加盟店に酒類・食材

を供給

その他部門
管理部門

ＦＣ加盟店への設備の販売等
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（６）主要な事業所及び使用人の状況

① 本社及び支店等（平成27年３月31日現在）
　

名 称 所 在 地

本 社 大 阪 市 阿 倍 野 区

東 京 支 店 東 京 都 豊 島 区

東 北 営 業 所 仙 台 市 青 葉 区

名 古 屋 支 店 愛 知 県 北 名 古 屋 市

岡 山 支 店 岡 山 市 北 区

広 島 支 店 広 島 市 安 佐 南 区

九 州 営 業 所 福 岡 県 糟 屋 郡 粕 屋 町

② 直営店舗（平成27年３月31日現在）
　

所 在 地 店 舗 数 所 在 地 店 舗 数

宮 城 県 4 大 阪 府 60

東 京 都 15 兵 庫 県 24

埼 玉 県 1 岡 山 県 6

千 葉 県 3 愛 媛 県 1

神 奈 川 県 1 広 島 県 4

静 岡 県 1 福 岡 県 3

愛 知 県 12 熊 本 県 2

京 都 府 9 合 計 146

　
③ 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

　

区 分 使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

男 性 204名 15名減 39.5歳 8.4年

女 性 41名 2名増 38.0歳 9.5年
　

(注) 臨時使用人を含む使用人数は、1,525名（前事業年度末比213名減）となります。

　
（７）主要な借入先及び借入額（平成27年３月31日現在）

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
　

株式の状況（平成27年３月31日現在）
（１） 発行可能株式総数 18,400,000株
（２） 発行済株式の総数 8,550,400株
（３） 株主数 12,345名
（４） １単元の株式数 100株
（５） 大株主（上位10名）

　

株 主 名 持 株 数 (千株) 持 株 比 率 (％)

谷 垣 忠 成 1,423 17.0

アサヒビール株式会社 601 7.2

麒麟麦酒株式会社 270 3.2

丸紅株式会社 200 2.4

サントリー酒類株式会社 161 1.9

株式会社三井住友銀行 160 1.9

株式会社みずほ銀行 159 1.9

谷 垣 雅 之 140 1.7

日本生命保険相互会社 102 1.2

株式会社ニチレイフレッシュ 98 1.2
　

(注) 持株比率は自己株式（151,598株）を控除して計算しております。

　
３．会社の新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
　
（１）取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 加 藤 洋 嗣

代表取締役専務 川 角 茂 樹 エコプランニング・マルシェ株式会社取締役

取 締 役 谷 垣 雅 之 相談役

取 締 役 田 中 浩 子 大阪成蹊大学マネジメント学部教授

取 締 役 持 永 政 人 摂南大学経済学部教授

常 勤 監 査 役 津 呂 祐 次

監 査 役 田 浦 清
弁護士
田浦清法律事務所所長
公益財団法人発酵研究所監事

監 査 役 岩 田 潤

公認会計士
税理士
岩田公認会計士事務所所長
ＢＴＪ税理士法人代表社員
株式会社ドーン社外取締役
アトラ株式会社社外監査役

　

(注) １．加藤洋嗣氏は、平成26年６月15日開催の第42回定時株主総会において新たに取締役

に選任され就任いたしました。

２．力石寛夫氏は、平成26年６月15日開催の第42回定時株主総会終結の時をもって、任

期満了により監査役を退任いたしました。

３．川角茂樹氏は平成27年５月15日付で辞任により取締役を退任いたしました。

４．取締役田中浩子氏及び同持永政人氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で

あります。

５．監査役田浦清氏及び同岩田潤氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。

６．監査役田浦清氏は弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有す

るものであります。

７．監査役岩田潤氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

８．社外取締役田中浩子氏と社外監査役岩田潤氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届出ております。
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（２）取締役及び監査役の報酬等の総額
　

区 分 支 給 人 員 支給額 (千円)

取 締 役 　５名 45,000

（内 社 外 取 締 役） ( ２名 ) (7,200)

監 査 役 　４名 12,600

（内 社 外 監 査 役） ( ３名 ) (6,600)

合 計 　９名 57,600
　

(注) １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記の取締役及び監査役の支給人員には、平成26年６月15日開催の第42回定時株主

総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んでおります。

３．取締役の報酬限度額は、平成３年11月５日開催の臨時株主総会において年額200,000

千円以内（但し、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成18年６月25日開催の定時株主総会において年額30,000

千円以内と決議いただいております。

　
（３）社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
他の法人等の重要な兼職の状況は「４．会社役員に関する事項（１）取

締役及び監査役の状況」に記載のとおりであります。また、当社と当該他
の法人等の特別な関係はございません。
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② 社外役員の活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 田 中 浩 子

当期開催の取締役会には14回中14回

出席し、議案審議等に必要な発言を適

宜行っております。

取 締 役 持 永 政 人

当期開催の取締役会には14回中13回

出席し、議案審議等に必要な発言を適

宜行っております。

監 査 役 田 浦 清

当期開催の取締役会には14回中14

回、監査役会には10回中10回出席し、

主に弁護士としての専門的見地からの

発言を行っております。

監 査 役 岩 田 潤

当期開催の取締役会には14回中13

回、監査役会には10回中10回出席し、

主に公認会計士としての専門的見地か

らの発言を行っております。

　
③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第423条第１項の
損害賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任を
限定する契約を締結することができる旨定款に定めており、当社は社外取
締役及び社外監査役全員と責任限定契約を締結しております。
但し、当該契約に基づく責任の限度額は法令が規定する額としておりま

す。
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５．会計監査人に関する事項
　
（１）名 称 有限責任 あずさ監査法人
（２）報酬等の額

（単位：千円）

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 17,500

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 4,600

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,100

　

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上

記金額は合計額で記載しております。

　
（３）非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務
である事業戦略に関する支援業務を委託し対価を支払っております。

（４）解任または不再任の決定の方針
当社は、会計監査人が継続してその職責を全うするうえで重要な疑義を抱

く事象が発生した場合には、監査役会の決議に基づき、解任または不再任に
関する議案を株主総会に上程する方針としております。
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６．業務の適正を確保するための体制に関する事項
　

取締役会において決議した内容の概要は、以下のとおりであります。
（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制

① 企業としての社会的信頼に応え、企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確
にすべく、全役職員を対象とした行動指針としてマルシェ企業行動基準を
定め、それを全役職員に周知徹底させる。

② コンプライアンス担当役員を置き、内部統制を推進する組織を設置する
とともに、リスク管理体制とコンプライアンス体制の構築及び運用を行
う。

③ 企業倫理を確立するための具体的施策を検討するための企業倫理委員会
において、役職員に対するコンプライアンスの研修を実施するとともに、
マルシェ企業行動基準の見直しを行う等、コンプライアンスの強化及び企
業倫理の浸透をはかる。

④ 法令・諸規則及び規程に反する行為等を早期に発見し是正する事を目的
とする社内報告体制として、社内担当者、社外弁護士及び第三者機関等を
直接の情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づ
きその運用を行う。

⑤ 社長直轄の内部監査室は、内部監査規程に基づき業務全般に関し、法
令、定款及び社内規程の遵守状況、職務の執行の手続き及び内容の妥当性
につき、定期的に内部監査を実施し、社長及び監査役会に対しその結果を
報告する。

⑥ 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して、毅然
とした態度で臨み、一切の関係を持つことのない体制を整えるとともに、
不当要求があった場合は、人事総務部を対応窓口として警察、顧問弁護士
等と連携を密に組織的に対応する。

　
（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか重要
な職務執行に係る情報が記載された文書（電磁的記録含む。以下同じ）
を、関連資料とともに、文書管理規程その他の社内規程の定めるところに
従い、適切に保存し、管理する。

② 取締役及び監査役は、いつでも、前項の情報を閲覧する事ができる。
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（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 内部統制を推進する組織のもとに、リスク管理を統括する部門を置き、
リスク管理規程を定め、リスク管理体制及び管理手法を整備し、全社のリ
スクを総括的かつ個別的に管理する。

② 各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行い、リスク管
理を統括する部門へ定期的にリスク管理の状況を報告し、連携をはかる。

　
（４）取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

① 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制
の基礎として月1回の定例取締役会及び適宜臨時取締役会を開催し、重要
事項に関し迅速に的確な意思決定を行う。

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、各役職者の権限及び責任
の明確化をはかるため、組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程におい
て、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。

　
（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制

① 使用人は法令、定款はもとよりマルシェ企業行動基準、社員の行動規範
及び諸社内規程に則り行動するものとする。

② 使用人は、法令、定款違反、社内規則違反或いは社会通念に反する行為
が行われていることを知ったときは、社内所定の窓口に通報する。内部通
報規程は通報者の保護を図るとともに、透明性を維持した体制を整備す
る。

　
（６）当社並びにその子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制
① グループ会社における業務の適正を確保するため、コンプライアンス体
制の整備につき、子会社等を監査及び指導するとともに、子会社等に対す
るコンプライアンス教育・研修を実施し、グループ全体でのコンプライア
ンス意識の向上に努める。

② 子会社等関係会社を統括するための部署を置き、関係会社規程に基づき
子会社等の状況に応じて必要な管理を行う。

　
（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項
監査役の職務を補助するため、必要に応じ、使用人を置くこととする。
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（８）使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助す

る範囲内において監査役又は監査役会に帰属するものとし、取締役、執行役
員及び他の使用人は、監査役の補助使用人に対し指揮命令権限を有しない。
また、当該補助使用人の人事異動、人事評価、懲罰等の決定に当たっては、
事前に監査役会の同意を必要とする。

　
（９）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制
① 監査役は監査役会が定める監査計画及び職務の分担に従い、取締役会の
ほか、経営会議等その他の重要な会議に出席し、取締役等からその職務の
執行状況を聴取し、関係資料を閲覧する事ができる。

② 取締役及び使用人は監査役会の要求に応じて、自己の職務執行の状況を
監査役に報告するものとする。

③ 取締役及び使用人は会社に著しい損害を及ぼす事実が発生、又は発生す
る恐れがあるとき、役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、そ
の他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは監査役会にそ
の都度直ちに報告するものとする。

　
（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、内部監査室と定期的に会合を持ち、内部監査結果及び助言・
勧告事項等について協議及び意見交換する等、密接な情報交換及び連携を
はかる。

② 監査役は、会計監査人とも意見交換を行い、連携且つ相互に牽制をはか
るものとする。

③ 監査役は監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計
士、コンサルタントその他の外部専門家を独自に起用する事ができるもの
とする。

（注） 上記には当事業年度中の体制を記載しておりますが、「会社法の一部を改正する法律」

（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務

省令第６号）が平成27年５月１日に施行されたことに伴い、平成27年４月10日開催の当

社取締役会の決議により内容を一部改定しております。

　なお、改定内容は、当社グループの業務の適正を確保するための体制及び監査に関す

る体制について当社グループの現状に則した見直し及び法令の改正に合わせて具体的か

つ明確な表現へ変更したものであり、改定後の体制は東京証券取引所及び当社ウェブサ

イトにおいて開示しております。
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貸 借 対 照 表
　

(平成27年３月31日現在)
（単位：千円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

店 舗 食 材

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

従業員に対する長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,191,347

2,493,284

473,209

11,615

35,783

7,923

82,258

87,293

△20

2,973,143

1,604,519

1,229,199

29,778

90,331

223,905

31,305

98,977

27,086

71,891

1,269,645

204,313

1,400

30

1,574

2,829

12,518

7,829

970,202

87,175

△18,228

流 動 負 債 1,566,615

支 払 手 形 46,413

買 掛 金 634,007

未 払 金 474,457

未 払 費 用 10,650

未 払 法 人 税 等 45,173

前 受 金 2,653

預 り 金 65,455

前 受 収 益 67,460

賞 与 引 当 金 75,000

株 主 優 待 引 当 金 21,841

資 産 除 去 債 務 10,135

そ の 他 113,366

固 定 負 債 797,433

繰 延 税 金 負 債 63,022

資 産 除 去 債 務 162,434

長 期 預 り 保 証 金 448,835

そ の 他 123,140

負 債 合 計 2,364,048

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,701,198

資 本 金 1,510,530

資 本 剰 余 金 1,619,390

資 本 準 備 金 1,619,390

利 益 剰 余 金 726,790

利 益 準 備 金 66,982

そ の 他 利 益 剰 余 金 659,808

別 途 積 立 金 513,112

繰 越 利 益 剰 余 金 146,695

自 己 株 式 △155,512

評 価 ・ 換 算 差 額 等 99,243

その他有価証券評価差額金 99,243

純 資 産 合 計 3,800,442

資 産 合 計 6,164,491 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,164,491
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損 益 計 算 書
　

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

（単位：千円）
　

科 目 金 額

売 上 高 10,208,232

売 上 原 価 4,305,971

売 上 総 利 益 5,902,260

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,815,217

営 業 利 益 87,043

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,311

受 取 配 当 金 2,727

受 取 家 賃 18,776

解 約 返 戻 金 17,236

そ の 他 25,657 66,709

営 業 外 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,011

た な 卸 資 産 廃 棄 損 7,250

支 払 手 数 料 378

そ の 他 1,720 10,360

経 常 利 益 143,392

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 287,368

受 取 補 償 金 9,700 297,068

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 24,087

固 定 資 産 売 却 損 6,543

減 損 損 失 178,497

店 舗 賃 借 解 約 損 13,088

そ の 他 1,339 223,556

税 引 前 当 期 純 利 益 216,904

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,716

法 人 税 等 調 整 額 △12,501 28,214

当 期 純 利 益 188,689
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会計監査人の会計監査報告書（謄本）
　

独立監査人の監査報告書

平成27年５月21日

マルシェ株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 西 野 裕 久 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 桂 木 茂 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マルシェ株式

会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第43期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法

人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

強調事項

個別注記表の貸借対照表に関する注記に記載されているとおり、会社が加入

する「大阪料飲サービス業厚生年金基金」(総合型）は、平成26年６月３日開

催の代議員会で特例解散の方針を決議している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書（謄本）
　

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第43期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締
役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視
及び検証いたしました。
なお、財務報告に係わる内部統制については、取締役及び有限責任 あず

さ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必
要に応じて説明を受けました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係わる計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び
その附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点
において重要な欠陥はない旨の報告を取締役及び有限責任 あずさ監
査法人から受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成27年５月21日

常勤監査役 津 呂 祐 次 ㊞

監 査 役 田 浦 清 ㊞

監 査 役 岩 田 潤 ㊞

(注) 監査役田浦清及び岩田潤は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に
定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　期末配当に関する事項

当社の利益配分につきましては、将来の事業展開や経営体質の強化のため
の資金を確保しつつ、配当金に関しましては基準配当金額を設定するととも
に、一定の経営成績が得られた場合には配当性向を勘案して利益還元を行っ
ていくことを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、普通配当５円に創業45周年記念配当２円

を加え、合計金７円といたしたいと存じます。
（１）配当財産の種類 金銭
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株当たり７円 総額58,791,614円
なお、中間配当金として５円をお支払いしておりますので、当期の年
間配当金は１株当たり12円となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日 平成27年６月15日
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第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１
日に施行され、新たに業務執行取締役等でない取締役及び社外監査役でない
監査役との間でも責任限定契約を締結することが認められたことに伴い、そ
れらの取締役及び監査役についても、その期待される役割を十分に発揮でき
るよう、変更案第29条第２項及び第38条第２項の一部を変更するものであり
ます。
　なお、定款第29条第２項の変更に関しましては、監査役全員の同意を得て
おります。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更案
第１条～第28条（条文省略）

（取締役の責任免除）
第29条（条文省略）
２ 当会社は、社外取締役との間で、会社
法第423条第１項の損害賠償責任について
法令に定める要件に該当する場合には、
賠償責任を限定する契約を締結すること
ができる。ただし、当該契約に基づく責
任の限度額は、法令が規定する額とする。

第30条～第37条（条文省略）

（監査役の責任免除）
第38条 （条文省略）
２ 当会社は、社外監査役との間で、会社
法第423条第１項の損害賠償責任について
法令に定める要件に該当する場合には、
賠償責任を限定する契約を締結すること
ができる。ただし、当該契約に基づく責
任の限度額は、法令が規定する額とする。

第39条～第45条（条文省略）

第１条～第28条（現行どおり）

（取締役の責任免除）
第29条（現行どおり）
２ 当会社は、取締役（業務執行取締役等
である者を除く。）との間で、会社法第
423条第１項の損害賠償責任について法令
に定める要件に該当する場合には、賠償
責任を限定する契約を締結することがで
きる。ただし、当該契約に基づく責任の
限度額は、法令が規定する額とする。

第30条～第37条（現行どおり）

（監査役の責任免除）
第38条 （現行どおり）
２ 当会社は、監査役との間で、会社法第
423条第１項の損害賠償責任について法令
に定める要件に該当する場合には、賠償
責任を限定する契約を締結することがで
きる。ただし、当該契約に基づく責任の
限度額は、法令が規定する額とする。

第39条～第45条（現行どおり）
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第３号議案　取締役５名選任の件
本総会終結の時をもって取締役全員（４名）は任期満了となりますので、社外

取締役２名を含む取締役５名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

１

か とう ひろ つぐ

加 藤 洋 嗣

(昭和48年９月８日生)

平成８年４月 当社入社
平成23年４月 当社関西八剣伝統括次長

平成26年１月 当社執行役員（西日本営業本部関西

八剣伝統括部長）

平成26年４月 当社執行役員社長

平成26年６月 当社代表取締役社長

平成27年４月 当社代表取締役社長執行役員（関西

八剣伝事業部長）
平成27年４月 当社代表取締役社長執行役員 現任

4,400株

２

たに がき まさ ゆき

谷 垣 雅 之

(昭和37年11月21日生)

平成４年４月 当社入社

平成９年６月 当社取締役（人事総務部長）

平成11年４月 当社常務取締役（管理本部副本部長

兼経営企画室長）

平成12年４月 当社代表取締役社長

平成26年４月 当社代表取締役

平成26年６月 当社取締役相談役 現任

140,076株

３
※

おか べ さち お

岡 部 幸 雄

(昭和40年７月３日生)

昭和61年２月 当社入社

平成10年５月 当社メニュー開発部次長

平成13年10月 当社名古屋支店長

平成14年７月 当社理事（名古屋支店長）

平成18年４月 当社執行役員（名古屋支店長）

平成26年４月 当社常務執行役員（東日本営業本部

長） 現任

100株

４

た なか ひろ こ

田 中 浩 子

(昭和40年４月１日生)

平成元年４月 同志社女子大学公衆栄養学研究室

実習助手

平成３年４月 京都府栄養士会入会（管理栄養士）

平成11年10月 有限会社田中浩子事務所

(現 株式会社Taste One) 設立

同代表取締役

平成19年４月 大手前栄養学院専門学校

非常勤講師

平成20年６月 当社取締役 現任

平成23年７月 大阪成蹊大学マネジメント学部准教

授

平成26年４月 大阪成蹊大学マネジメント学部教授

現任

5,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

５

もち なが まさ ひと

持 永 政 人

(昭和31年９月２日生)

平成14年４月 藤田観光株式会社 人事部長
平成15年３月 東京ベイ有明ワシントンホテル総支

配人

平成18年３月 フォーシーズンズホテル

椿山荘東京 総支配人

平成22年４月 摂南大学経済学部 教授 現任

平成23年６月 当社取締役 現任

3,300株

　

(注) １．※は新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社の間には、特別な利害関係はありません。

３．田中浩子氏及び持永政人氏は社外取締役候補者であります。

４．田中浩子氏を社外取締役候補者とした理由は、次のとおりであります。

田中浩子氏は管理栄養士として得た、食生活コンサルティングや管理栄養士のビジ

ネスマネジメントの豊富な知識と多くの経験を有しており、当社の経営に対して、

意見・アドバイスをいただくため、社外取締役として選任をお願いするものであり

ます。なお、当社は同氏を東京証券取引所に対し独立役員として届出ております。

同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって７年であります。

５．持永政人氏を社外取締役候補者とした理由は、次のとおりであります。

持永政人氏は過去に会社経営に関与したことはありませんが、労務管理、教育研修、

サービス全般についての豊富な知識と多くの経験を有しており、また摂南大学経済

学部教授であり、当社の経営事項の決定及び業務執行の監督等に十分な役割を果た

していただけるものと判断したため、社外取締役として選任をお願いするものであ

ります。

同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年であります。

６．当社は、田中浩子氏及び持永政人氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とし

ており、田中浩子氏及び持永政人氏の再任が承認された場合には、両氏との当該契

約を継続する予定であります。また、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決

を条件といたしまして、谷垣雅之氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定で

あります。

以上
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株主総会
避難経路図

【ＯＭＭビル２Ｆ】【ＯＭＭビル２Ｆ】
避難経路

避難経路避難経路

：会場出入口

土佐堀通り側

大川側

中央エレベーター
(２Ｆ)

ＥＶＥＶ

ＥＶＥＶ ＥＶＥＶＥＶＥＶ

ＥＶＥＶ ＥＶＥＶ ＥＶＥＶ

ＥＶＥＶ

女子お手洗い 男子お手洗い男子お手洗い

身障者用
お手洗い

：避難経路

受付

株主総会会場

休
憩
室
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メ モ
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南森町

東天満 桜宮橋

天満宮

土佐堀通

大阪マーチャンダイズ
マートビル２階

内本町２ 馬場町

ＮＨＫ

大阪城

京阪電車

京阪東口
天満橋駅

京阪シティモール

天満橋駅

ＯＭＭ天満橋

松
屋
町
筋

天
神
橋

谷
町
筋

上
町
筋

至 

京
橋

京
都大

川造
幣
局

地
下
鉄
谷
町
線

Ｎ

府
庁

京 阪 電 車
地下鉄谷町線 ｢天満橋｣駅 北出口①

ＯＭＭ Ｂ２に連絡

新大阪
駅 約10分

地下鉄千日前線

地下鉄谷町線

地下鉄谷町線

地下鉄御堂筋線 京阪電車

約３分

約５分 約５分

駅 駅

駅 駅 駅

駅 約５分 駅

淀屋橋 天満橋

なんば

東梅田

谷町九丁目 天満橋

天満橋

｢天満橋｣駅 東 出 口

株主総会会場ご案内図
　

■会場のご案内
大阪市中央区大手前１丁目７番31号
大阪マーチャンダイズ・マートビル２階 Ｃホール

ご連絡先 06－6943－2020
　

　

■交通のご案内

　

(当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車で
のご来場はご遠慮願います。 )
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